
別記
第 1号様式 (第11条、第13条、第14条関係) クイ'

事 業 者 排 出 量 削 減 計 画 書 優直団
・変 更)

会社ナンゴー 代 表取締役 南 郷 真

0774

京都府宇治市白川川上 り谷 80番 地 36

行定事葉君の

主たる業種

エ ンシン製造にかかわる金型周辺部品及び 目動機の設計製作

該当する事業
者要件

「 京都府地球温暖化対策条例施行規則第10条第1号該当事業者 (大規模エネルギー使用事業者 (原油に換
算して1,500キロリットル以上))

「 京都府地球温暖化対策条例施行規則第10条第2号又は第3号該当事業者 (大規模運送事業者 (トラック
又はパス100台以上/タ クシー150台以上/鉄 道車両150両以上)

「 京都府地球温暖化対策条例施行規則第 10条 第4号 該当事業者 (その他の温室効果ガスの大規模排出
事業者 (二酸化炭素に換算して3,000トン以上))

計 画 期 間 平成 18 年 4 月 平成  20 年 3 月

基 本 方 針 株式会社ナンゴーは地球環境の保全が人類共通の最重要課題の一つであることを謡載 し、全組織を挙げて
環境負荷の低減に努力 します。

推 進 体 制 KESス テ ンブ 2に よる 1環現管理巨点テーマJに 取 り組みます。

年度 ことの具

体的な取組及
び措置

内

シー トシャッター 自動検知武シー トシャッター 「,1番Jの 段置

温室効果ガス
の排出量等 排出区分

基 準 年 度 (実績 ,

( 1 7  )年 度
(二酸イヒ炭素換第 (t))

日襟年度 (計画)
( 19 )年 度

(二醐 ヒ炭素換寡 (t))

目」市証挙

(計画)
(%)

A事 業所等排出区分 62 t 48 7         t -68 b/6

B輸 送車両排出区分 O t 0 t 00 %

Cそ の他排 出区分 O t 0 t 00 %

排出合計 Ⅲ1                  52,3 t 2              48 7 t -68 6/6

その他の地球
温暖化対策に
よる温室効果
ガスの削減量
等

対策等の区分
目標年度 (計画)

(二酸化炭素張雰 くt

森林の保全及び整備 て整備面積) ha 〈吸収曇) t

府内産の本材の利用 (利用曇) m' く削減a) t

自然エネルギーを利用 した電
力又は熱の供給

〈売電曇) 【wh て削滋畳) t

(熱供給景) Cr (高い激曇) t

グリァン電力の購入 〈購入窪〕 kwh て削減畳) t

削減量等合計 t

差 引, F出量

(排出合計―削減与合計)

基準年度 (実績) 目標年度 (計画) 削減率 (計画)

52 3 t ●2)―●0           48 7  t -6 8%

特 記 事 項

連 絡 先 担 当 部 署

担 当 者 氏 名

住 所

電 話 番 号

フ ァ ク シ ミ リ番 号

注 1隊 当する口には、レ印を紀入してください。特定事業者以外で自主募加される事業者の方は、レ印の観入は不要です。
2「 基準年度Jと は計画期阿の前年度を、 「目標年度Jと は計画期間の獄終年度をいいます。3苫
畳書属曇警暑暑傘告二督造雪螢畳9,言景軒暑骨格畳岳轡安;をを1書宮テ家骨督暑揖骨を善仔言岳豊唇警景筈畳暑ぁせ暑景岳暑昔骨暑省窮

果ガスをいいます。
4「 特定事項Jに は、平成2年度 (1990年 度)を 基準とした排出この対比やエネルギー原単位C02排 出畳、省エネ製品開発など也者の温宝

効果ガス排出朗激への責は、グツーン撤達の採用、特定フロンなどの条例指定外のtE室効果〃スの百J競などを記入してください。


